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１１１１....地方地方地方地方のののの財源確保財源確保財源確保財源確保についてについてについてについて

地方財政の構造的な財源不足は、地方公共団体からの度重なる要請にもかか

わらず、解消されないまま今日に至っています。

平成２４年度の地方財政計画では、地方交付税は増額されたものの、一般財

源総額は国の中期財政フレームに基づき前年度と同水準に抑えられています。

また、臨時財政対策債は依然として高い水準となっており、地方公共団体は

借金を前提とした財政運営を余儀なくされ、さらなる財政構造の硬直化も懸念

されています。

多くの地方公共団体は財源不足の状況にあっても、持続可能な財政運営を行

うため事務事業の見直しや人件費の抑制等に取り組み懸命の努力を続けてきま

したが、歳出削減努力はもはや限界にあります。

地方公共団体が今後も一層の行財政改革等の取組により収支均衡を図る最大

限の努力を行う一方で、地方交付税も含めた地方一般財源総額の確保・拡充や

偏在性の少ない安定性を備えた地方税体系の構築等による地方の財源確保を早

急に実現する必要があります。

１．地方税財源の充実強化

（１）地方一般財源総額の確保・拡充と地方財政計画の適正化

地方の恒常的な財源不足を解消し、持続的かつ安定的な財政運営を可能

とするため、地方交付税も含めた地方一般財源総額の確保・拡充を図るこ

と。

また、地方財政計画において生じる財源不足の解消に当たっては、地方

財政の健全性を確保するため、多額の臨時財政対策債の発行によるのでは

なく、地方交付税法第６条の３第２項の規定により国税５税の法定率を引

き上げて対処すること。

地方財政計画の策定に当たっては実態に即した税収を的確に見込むとと

もに、歳出においても、社会保障関係費のみならず、投資単独事業等の地
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方の財政需要を適切に反映させること。

なお、東日本大震災に関する復旧・復興事業費及びその財源については、

地方財政計画において引き続き通常収支とは別枠で整理した上で、必要と

なる財源を確実に措置すること。また、避難者を受け入れている自治体の

受入れに係る経費についても特別交付税等により適切に所要額を措置する

こと。

（２）地方税体系の充実・強化

今後確実に増嵩が見込まれる医療・福祉等の社会保障や教育、警察と

いった住民生活に必須の行政サービスを安定的に提供していくためには、

安定的な税収の確保が必要であり、地域間の財政力格差に留意し、偏在性

が少なく安定性を備えた地方税体系を早期に構築すること。

２．地域自主戦略交付金の必要額の確保及び自由度の向上

地域自主戦略交付金について、地方公共団体が事業を着実に実施できるよ

うに、必要額を確保すること。

また、制度創設の趣旨を十分に踏まえ、事業要件の緩和や対象事業の拡大

等により一層地方の自由裁量を拡大するとともに、事務の簡素・合理化を図

ること。

３．経済危機対策等により創設した各種基金事業の見直し

基金事業の中には、長期的・継続的な取組が必要な事業もあることから、

事業の実態に応じて期間の延長や基金の積み増しを行うこと。

また、地域の実情に応じて柔軟な対応が可能となるよう、要件の緩和を行

うこと。

さらに、事業期間が終了した場合においても地方公共団体が継続して事業

を実施できるよう、早急に関係法令等の整備を図るとともに、事業に伴う十

分な財源措置を講ずること。

４．国と地方の協議の場の実効性ある運営等

地方負担の生じる制度改正等、地方に密接に関連する制度改革については、
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法制化された「国と地方の協議の場」を十分に活用して地方の意見を適切に

反映させるとともに、一方的に地方への財政負担や事務負担を生じさせない

よう配慮すること。

また、国と地方の税財源の配分のあり方の検討等に当たっては、地方のこ

れまでの行財政改革を十分尊重し、国の財政改革のみを優先した一方的な決

定は行わないこと。
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２２２２....農業者農業者農業者農業者がががが意欲意欲意欲意欲とととと希望希望希望希望をををを持持持持ってってってって営農営農営農営農にににに従事従事従事従事できるできるできるできる

施策施策施策施策のののの充実充実充実充実・・・・強化強化強化強化についてについてについてについて

北海道・東北地方は、米の需給調整の必要性を理解し、生産数量目標の達成

に努めるとともに、麦・大豆等の生産振興などにより食料自給率の向上を図り、

今後とも、国民への食料の安定供給に最大限貢献していく考えであります。

平成２３年度から本格実施されている農業者戸別所得補償制度は、経営安定

に対し一定のセーフティーネット機能を有しているものの、米の需給調整につ

いては、依然として過剰作付の解消には至っておりません。

一方、平成２３年産米の品薄感から、ミニマムアクセスにより輸入された外

国産米や、政府備蓄米が主食用として注目され、市場での流通量の増加により、

米の需給調整の実効性に影響を及ぼす懸念があります。

また、地域農業の担い手として、農業経営基盤強化促進法に基づく支援対象

とされてきた認定農業者は、今後も地域農業を牽引していくことが期待されて

おり、更なる規模拡大や経営の多角化に早急に取り組む必要が生じています。

つきましては、当地方の農業者が、将来にわたり意欲と希望を持って営農に

従事できるよう、次のとおり提言します。

１．農業者戸別所得補償制度の充実・強化と米の需給調整の的確な実施につい

て

（１）農業者戸別所得補償制度については、地域の実情に即した戦略作物の生

産性向上への取組や、畑地で生産される作物を含めた地域振興作物の生産

を支援する産地資金を充実するなど、より地域の裁量が発揮できる制度に

改善した上で、安定した財源を確保するとともに、法制化を含めて恒久的

な制度とすること。

（２）平成２５年産米の生産数量目標の配分等に当たっては、需要実績を基本

に、これまでの配分実績について配慮するとともに、東日本大震災の被災

県が不利とならない算定方法とすること。
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（３）ミニマムアクセス米及び政府備蓄米については、主食用米の国内需給に

影響を与えない対策を講ずること。

２．認定農業者等に対する支援施策の充実・強化について

（１）新たな施策として、策定と実践を推進している「人・農地プラン（地域

農業マスタープラン）」・「経営再開マスタープラン」で地域の中心となる

経営体に位置づけられた認定農業者は、更なる規模拡大や経営の多角化に

早急に取り組む必要があることから、当該認定農業者を対象とした機械・

施設等の整備への支援策を講ずること。

（２）新規就農者を対象とする青年就農給付金及び就農支援資金の財源確保な

ど新規就農の定着に向けた支援策を充実・強化すること。
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３３３３....国産材活用国産材活用国産材活用国産材活用へのへのへのへの支援制度支援制度支援制度支援制度のののの創設創設創設創設についてについてについてについて

平成２１年１２月に国が公表した「森林・林業再生プラン」に基づき、１０

年後の木材自給率５０％達成に向けた木材利用の拡大等に取り組むことが喫緊

の課題となっています。

また、東日本大震災による住宅の全半壊は、青森県、岩手県、宮城県、福島

県の４県を合せると約３４万４千戸にのぼり、今後、被災した住宅等の速やか

な復旧が求められています。

これらのことから、北海道・東北各県の恵まれた森林資源を活用し、森林・

林業再生プランの実現と震災からの早期復興を促進するとともに、森林整備の

促進と木材産業の振興及びその波及効果による地域経済の活性化を図るため、

国産材による住宅等の建築を促進させる「国産材活用助成」制度を創設するこ

とを提言します。

１．一定量以上の国産材を使用して住宅や事業所、農林漁業用倉庫等を建築し

た施主及び施工業者を対象とする「国産材活用助成」制度を創設すること。
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４４４４....円高円高円高円高のののの是正是正是正是正ととととデフレデフレデフレデフレ経済経済経済経済からのからのからのからの脱却脱却脱却脱却についてについてについてについて

我が国経済は、個人消費や設備投資で持ち直しの動きが見られるなど、緩や

かに持ち直してきていますが、円高やデフレのほか、海外経済の不透明感など

から、先行きへの不安が根強い状況にあります。

円高については、購買力平価から見ても、依然として高い水準にあり、この

まま我が国経済の実力を超える円高が解消されなければ、生産拠点の海外移転

を加速させ、国内産業の空洞化と国内雇用の喪失を進め、東日本大震災からの

復興を目指す地域経済にも計り知れない打撃を与えることが懸念されていま

す。

また、我が国は、依然としてＧＤＰデフレーターがマイナスのデフレ経済下

にあり、一部、資源・エネルギー等の価格は上昇していますが、こうしたコス

トプッシュ型の物価上昇でなく、企業の売上や労働者の給与の向上、資産価値

の上昇など、購買力が向上する形でデフレ脱却することが重要です。

政府・日銀においては、円高の影響による産業空洞化対策及び雇用対策を拡

充する一方、一刻も早い円高是正とデフレ脱却に向けて、適時適正な為替介入

の実施や金融緩和政策の強化を行うとともに、所得や資産価格を含めた経済全

体の価格変動を表すＧＤＰデフレーターをプラスとする、本来あるべきインフ

レターゲットを導入し、日銀の国債引受等により的確な規模で短期的に政府支

出を拡大するなど、断固たるマクロ金融・経済政策を早期に講ずるよう、強く

求めます。
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５５５５....製造業製造業製造業製造業のののの競争力強化競争力強化競争力強化競争力強化、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業のののの新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出にににに対対対対するするするする

支援支援支援支援のののの強化及強化及強化及強化及びびびび地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーションのののの創出創出創出創出のののの促進促進促進促進についてについてについてについて

長引く円高等による大手半導体企業の会社更生法の適用や、大手電子デバイ

ス企業の工場再編など、国内の電子産業を支えてきた各社の動きは、当該企業

・当該分野の問題だけにとどまらず、国内産業が危機に瀕している状況を示す

ものであり、地域経済への影響は計り知れません。

北海道・東北各県では、電子機器・部品産業の維持・強化とともに、これま

で蓄積してきた技術力等地域のポテンシャルを活用しながら、今後の高い成長

が見込まれる次世代自動車や新エネルギー関連産業、ヘルスケア産業等への参

入に向け取り組み、さらには農商工連携による農業分野への展開も図っている

ところです。

地域の中小企業にとっては、業種転換、新規分野への参入は資金面をはじめ

大きなリスクを伴います。成長産業への参入を進め、国内産業構造の改革を推

進して、国内における新たな市場の創出、成長著しいアジア等の海外市場の獲

得を実現するためには、国における大胆な支援措置が必要です。融資制度のほ

か、技術者の養成や新技術の開発、事業化に関わるマーケティング等、総合的

な支援に対する企業ニーズがあります。

とりわけ、地域の中小企業が成長産業へ参入するためには、国際競争に打ち

勝つコアコンピタンスの構築が重要であり、新技術・新製品が継続的に創出さ

れるよう、産学官の連携をはじめ、研究開発への助成など支援制度の拡充・強

化が必要です。

１．製造業の競争力強化について

電子機器・部品産業を含め、日本経済・地域経済を支えてきた製造業の縮

小により国内産業の空洞化が危惧されていることから、円高対策をはじめ、

法人税の引き下げや規制緩和など、企業の構造改革を促し、国際競争力を維

持・強化するための施策の拡充を図ること。
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２．中小企業の新分野進出に対する支援の強化について

国内産業構造の改革に向け、今後、高い成長が見込まれる次世代自動車や

新エネルギー関連産業分野、さらには先端技術を活用した農工連携産業分野

等において地域の中小企業の参入を促進するため、人材育成、研究開発から

事業化に関する支援制度の強化を図ること。

３．地域イノベーションの創出の促進について

地域産業の振興を図るため、地域の特性を活かしたイノベーションの創出

を支援する「地域イノベーション戦略支援プログラム」の拡充など、北海道

・東北地域において新事業・新産業が持続的に創出される環境を整備するこ

と。
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６６６６....地域雇用対策地域雇用対策地域雇用対策地域雇用対策についてについてについてについて

雇用情勢は、全国的に有効求人倍率が上向くなど、一部に持ち直しの動きが

みられるものの、北海道・東北地域においては、東日本大震災や円高等の影響

もあり、完全失業率や有効求人倍率が全国平均よりも依然として悪い地域や、

有効求人数が高水準にあるものの有効求職者数も依然として高水準に留まった

ままの地域もあります。

このため、復興過程にある地域の雇用情勢や被災求職者等の就労の実情を踏

まえた雇用対策の実施とそれに伴う財源措置が必要です。

１．緊急雇用創出事業の対象となる失業者の要件緩和と事業の継続実施等につ

いて

（１）依然として厳しい雇用情勢は、東日本大震災の影響のほか、円高やデフ

レ等、震災以前からの要因によるところが大きく、また、震災に伴う間接

的な被害も長期化している。

このため、「震災等緊急雇用対応事業」について、震災前からの失業者や

緊急雇用創出事業で就労したものの安定した就労につながらなかった求職

者を対象とするなどの要件緩和を図った上で、平成２５年度以降も継続実

施し、それに伴う追加交付を行うこと。

（２）｢雇用復興推進事業｣のうち、｢事業復興型雇用創出事業｣は、復旧復興を

進める上で有効な制度であるので、事業実施期間及び対象者などの要件緩

和を図ること。

２．緊急雇用創出事業の対象地域の拡充等について

北海道・東北地域においては、震災の間接的な被害等により依然として雇

用情勢が厳しい地域があることから、「雇用復興推進事業」について、災害救

助法適用地域のみならず雇用機会の不足している地域を対象とするなど、対

象地域の拡充と、それに伴う追加交付を行うこと。
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３．地域が主体となった新たな雇用創出支援制度の創設について

地域の創意工夫を活かしながら復興の加速化や雇用情勢の厳しい地域の雇

用確保を進められるよう、地域が主体となった新たな雇用創出の取組を支援

する制度創設を行うこと。
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７７７７....水資源水資源水資源水資源のののの保全保全保全保全にににに向向向向けたけたけたけた関係法令関係法令関係法令関係法令のののの整備整備整備整備やややや

財政支援制度財政支援制度財政支援制度財政支援制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

水資源とそれを涵養する森林は、国民のかけがえのない貴重な財産であり、

かん

未来に向けてしっかりと保全し、引き継いでいかなければならないものです。

近年、北海道などにおいて、海外資本による大規模な森林の取得が進んでお

り、一部に利用目的が明らかでないものが含まれているところでありますが、

これらの森林や水源地周辺には多くの民有地があり、国民にとって重要な土地

と水源が行政の関与がないまま売買される懸念があります。

このような状況を踏まえ、水資源の保全や国民の安全・安心な暮らしの確保

に向けて、水資源を保全するための関係法令の整備や、財政支援制度の拡充に

ついて、次のとおり提言します。

１．水資源の保全に係る基本的考え方や地下水の法的位置付け、さらには各地

方公共団体が水資源の確保の取組を強化できるような根拠などを定める基本

法の制定や一般的な地下水の利用の規制など、水資源の保全に向けた関係法

令の整備を行うこと。

２．水源周辺の適正な土地利用が図られるよう、国土利用計画法に規定する監

視区域等の指定について、水資源の保全等の観点から、地域の実情に応じて

知事が定めることができるようにするなど、関係法令の整備を行うこと。

３．水資源の保全を図るために行う水源周辺の土地取得について、過疎対策事

業債の対象事業の拡大など、財政支援措置を拡充すること。

４．安全・安心な暮らしを確保する危機管理の観点から、国の安全保障の視点

で「重要な国土の区域」を規定し、海外資本等による安全保障上重要な施設

周辺等の土地の取得・利用の規制に係る関係法令の整備を図ること。
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８８８８....地域地域地域地域のののの裁量裁量裁量裁量でででで地域地域地域地域のののの公共交通公共交通公共交通公共交通ネットワークネットワークネットワークネットワークのののの

構築構築構築構築ができるができるができるができる仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの導入導入導入導入についてについてについてについて

過疎化、少子・高齢化の進む中山間地域や離島を抱え、豪雪地帯も含まれる

北海道・東北地域において、公共交通は将来的にも住民生活に必要不可欠なも

のであり、住民の安全・安心の観点からも重要であります。しかしながら、こ

れまでは、公共交通の衰退が自家用車への依存を高め、更なる路線廃止等に拍

車をかける悪循環を生じさせています。

一方で、公共交通関連予算の多くは、国の縦割りの中で予め使途が定められ、

地域の選択の自由度は非常に狭いものとなっています。

国会で審議中の交通基本法案では「移動権」が明記されない上、上位計画に

基づく予算配分が予定されており、従前どおりの国の縦割り温存が懸念されま

す。

公共交通の維持は、地域にとって大きな課題であり、地域を良く知る地域自

らの優先度に基づき、地域の実情に即した交通体系を構築・維持するため、事

業採択や優先順位付けを地域主体で行えるよう提言します。

１．地域への権限・財源の移譲

交通行政について国と地方の役割分担を明確化した上で、地域が主体と

なって地域の公共交通ネットワークを構築・維持するための権限・財源を移

譲すること。

２．当面の措置としての財源措置

当面の措置として、地域の生活交通の維持・確保に向け、十分な公的支援

が講じられるよう、地方交付税の拡充や一括交付金による財源措置を行うこ

と。
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９９９９....整備新幹線整備新幹線整備新幹線整備新幹線（（（（北海道新幹線北海道新幹線北海道新幹線北海道新幹線））））のののの建設促進建設促進建設促進建設促進についてについてについてについて

整備新幹線は、我が国の高速交通体系の骨格を形成する上で極めて重要な国

家的プロジェクトであり、北海道・東北が、その個性を生かし、魅力と活力あ

ふれる地域社会を創り上げ、二十一世紀の我が国の発展に大きく貢献していく

ために、欠かすことのできない社会資本です。

また、我が国においては、この度の東日本大震災からの一日も早い復旧・復

興、災害に強い国土づくりが最重点課題であり、日本経済の再生と国全体の活

性化を図るためにも、整備新幹線の一層の推進が必要です。

このような中、北海道新幹線は、災害に強い国土の形成や東北地方と北海道

の相互連携・交流の発展に必要不可欠であり、その整備促進が急務であること

から、全線の早期完成を図るため、次の事項について配慮することを強く求め

るものです。

１．新青森・新函館（仮称）間の早期開業及び札幌までの整備促進

２．青函共用走行問題の早期解決

青函共用走行区間の時速２００㎞以上での高速走行実現に向けた具体的な

対処方策と実現時期の早期提示による問題解決を図ること。

また、青函共用走行区間の高速走行実現のための新たな方策によって必要

となる経費について、地方負担を求めないこと。

３．建設財源の確保及び地方負担に対する財源措置の拡充

整備新幹線の工事費の縮減に努めるほか、地方財政の厳しい状況に鑑み、

工事費の増嵩を含む整備新幹線の整備に伴う建設財源の確保及び地方負担に

対する財源措置の更なる拡充を図ること。
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10101010....並行在来線並行在来線並行在来線並行在来線へのへのへのへの支援措置支援措置支援措置支援措置についてについてについてについて

整備新幹線の開業に伴いＪＲ各社から経営分離される並行在来線区間は、地

域住民の日常生活に欠かすことのできない貴重な生活の足として極めて重要な

役割を担っています。

しかしながら、現在既に開業している各並行在来線区間は、開業時にＪＲか

らの鉄道資産の購入や新たに必要となる施設整備等の初期投資に多額の地元負

担が生じた上、収益性の低い区間であることなどから極めて厳しい経営状況に

あり、地方公共団体の財政状況が厳しい中、今後の鉄道の維持存続が強く危惧

されます。

同様に、今後開業予定の並行在来線区間についても、多額の初期投資や収益

性の低さなどから厳しい経営環境におかれることが想定されます。

一方で、本地域の並行在来線区間は、単に限られた地域住民の足としてのみ

利用されているものではなく、国の物流政策や大規模災害時における物資輸送

のリスク分散の観点から、極めて重要な貨物鉄道の広域ネットワークの一部を

担っています。

こうした実態を踏まえ、鉄道・運輸機構の特例業務勘定の利益剰余金を活用

した貨物調整金制度の拡充が実現されたことは、並行在来線の安定経営に向け

て前進したものと認識しています。

しかしながら、貨物列車が運行されていない区間は当該制度の効果はなく、

貨物列車が運行されている区間にあっても、制度拡充後における並行在来線の

運営にあたっては、旅客専用の施設・車両等に対する多額の負担が見込まれる

など、更なる経営の安定に向けた仕組みづくりが必要です。

「整備新幹線問題検討会議」等が明確な検討項目として掲げている並行在来

線の支援等のうち貨物調整金制度が拡充されましたが、並行在来線がＪＲ各社

からの経営分離後も、将来にわたり安定的な経営を維持できるよう、未だ方向

性が示されていない諸課題について、引き続き新たな仕組みを構築するよう、

次の措置を早急に講じられるよう提言します。
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１．並行在来線存続のため、地方負担の軽減等について、新幹線貸付料は並行

在来線の赤字解消分も含まれていることを踏まえ、ＪＲ貸付料の活用など、

幅広い観点からの財源確保の方策を検討し、新たな仕組みを早急に講ずるこ

と。

２．並行在来線維持のための地元負担に係る助成措置を講ずること。（運営費助

成・交付税措置等）

３．鉄道資産取得等の初期投資等に対する助成措置を講ずること。（起債に対す

る交付税措置等）

４．ＪＲから譲渡される鉄道資産については、無償譲渡、若しくは収益性に基

づいた価格設定がされるよう、ルール化すること。
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11111111....地方航空路線地方航空路線地方航空路線地方航空路線のののの維持維持維持維持・・・・拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

国は、首都圏の交通利便性を向上させ、ビジネス・観光両面における国際的

競争力を大幅に強化するため、羽田空港における新国際線地区の拡充など、首

都圏空港機能の拡充・強化に向けた取組を進めています。

一方、地方航空路線を取り巻く状況は、路線の見直しや使用機材の小型化が

進められるなど、厳しさを増しています。

地方航空路線は、観光振興を始め、企業誘致、ビジネス利用、地域間交流な

どを推進する上で重要な公共交通機関として定着しているほか、地域経済の活

性化や国際化を図る上で不可欠な存在であります。

特に、東日本大震災においては、鉄道や高速道路等が使用できなくなった際

の代替交通機関として、さらには、国内外からの支援要員や物資の輸送拠点と

して十分な機能を発揮し、今後の復興を図る上でも重要な役割を果たすことが

期待されています。

そのため、地方においては、利用拡大に向けた様々な対策を実施しておりま

すが、地方自治体の取組だけでは限界があることから、国が主体となった路線

維持対策が求められています。

このような状況を踏まえ、今後も地方における空港の重要性を認識いただく

とともに、航空ネットワークを維持し地域振興を図っていくため以下のことを

提言します。

１．航空会社が経営効率による判断から路線の休止・減便等を行う場合には、

国への届出前に国を交えて空港の設置管理者や地元自治体等と協議を行う

制度を設けること。

また、国は、地方航空路線の維持・拡充を図るため、航空会社に対する運

航費の補助を行うなど、必要な対策を講ずること。

２．空港整備勘定について、十分な除雪体制や消防力の確保等、航空機の定時
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性や安全性の向上に資する空港の運営経費や、路線維持・利用促進等のソ

フト事業に活用できるよう使途の拡大を図ること。

３．今年度末にも予定される羽田空港の国内線の発着枠の拡大に際しては、国

内地方路線に十分な配分がなされるよう配慮すること。
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12121212....除雪事業除雪事業除雪事業除雪事業のののの体制強化体制強化体制強化体制強化についてについてについてについて

北海道・東北地方は、道県土の大部分を積雪寒冷特別地域が占めており、雪への

対応のため生活全般にわたり様々なハンディキャップを抱えている中、地域住民が

安全で安心できる生活環境を確保する必要があります。

特に、平成２２年度、平成２３年度には、北海道・東北地方の広範囲にわたっ

て２年連続の記録的な豪雪となり、高速道路や幹線道路等の通行止めにより多く

の車輌が立ち往生するなど、住民生活に大きな影響を与える事態が発生しました。

一方、道路除雪費については、「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関す

る特別措置法」により、国の補助割合が規定されておりますが、近年、国費が十分

に補助されない状況が続き、地方自治体の厳しい財政運営の中、単独費の持ち出し

が非常に大きな負担となっています。

また、除雪事業は、多くが民間事業者への委託により実施されておりますが、近

年の建設業界を取り巻く厳しい環境の下で、民間事業者の経営体力が低下してきて

おり、除雪オペレーターの雇用継続や機械の保有及び更新が過大な負担となってお

ります。

さらに、除雪オペレーターの高齢化等による担い手不足も顕在化していることか

ら、除雪事業からの撤退を余儀なくされる民間事業者も出てきています。

加えて、民間保有の除雪機械が年々減少していることから、道県の保有機械増強

は、財政上大きな負担となっております。

これらの状況をふまえ、豪雪地帯における持続可能な除雪体制を確保するために、

次のとおり提言します。

１．「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置法」を遵守し、道

県の道路除雪費に対し、国に課せられている補助額を確保するとともに、国庫補

助事業における除排雪事業の対象路線を拡大すること。

２．安定的、持続的な除雪体制を維持するため、民間事業者の除雪オペレーターの
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人材育成に関する制度や、民間事業者の機械の保有及び更新を支援する制度を創

設すること。

３．道県が保有する除雪機械の増強に要する国庫補助予算の確保に向けて、必要な

財源措置を講ずること。
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13131313....地域医療地域医療地域医療地域医療のののの確保確保確保確保についてについてについてについて

保健医療サービスに対する需要の拡大や多様化、医療技術の高度化、更には、

介護保険制度の導入を背景として、医師、看護師等の保健医療サービス従事者

の育成、確保が求められている中で、平成２４年度の診療報酬改定は、救急・

周産期医療の充実や病院勤務医の負担軽減に一定の配慮がなされたものとなっ

ておりますが、地方の病院における医師確保、救急・周産期医療の窮状は、経

営に伴う収入の増加のみで解決できる状況にはなく、診療報酬と医療政策の両

面から総合的に対策を講ずる必要があります。

つきましては、採算の面から民間による提供が困難な救急医療、へき地医療

を担うなど、地域医療の確保に重要な役割を果たしている公立病院等の運営に

対する地方財政措置の更なる拡充等を図るとともに、保健医療サービス提供の

根幹を担う人材の育成支援や総合的な医療政策の推進のため、次のとおり提言

します。

１．公立病院等の運営に対する地方財政措置の拡充等

公立病院等の運営に配慮し、更なる地方財政措置の拡充を行うとともに、

診療報酬の改定においては、公立病院等の運営について更なる評価の充実を

図ること。

２．「新医師確保総合対策」等に係る大学医学部の養成数増の恒久化及び規制

緩和

地域の医療を確保するためには医師の絶対数を増やすことが必要であるこ

とから、「新医師確保総合対策」等により増員された大学医学部における医

師養成数を恒久的な措置とすること。

また、国の「今後の医学部入学定員の在り方等に関する検討会」では、既

設医学部の入学定員の増と医学部の新設の議論がなされており、これを踏ま

えた規制緩和など、医師不足道県に配慮した具体的な対策を講ずること。
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さらに、こうした医師養成数の増に伴う施設整備や指導教員の増に対する

財政支援の拡充を図ること。

３．地域で設定する奨学金制度に対する財政支援の拡充

地域で設定する奨学金制度に対する財政支援を更に拡充すること。

４．医師の地域偏在解消に向けた実効性ある対策

地域における勤務医不足を解消するために、臨床研修後に医師不足地域で

の診療を経験させるなど、医師の地域偏在の解消に向けた実効性のある対策

を講ずること。

５．特定診療科の医師不足の解消

診療科別の医師の不足数を明らかにし、その必要数を踏まえて、特に深刻

な状況にある産婦人科・小児科等の特定診療科の医師不足を解消する施策を

充実させること。

６．総合医の制度化及び養成

地域医療を担う医師を育成する観点から、総合医の制度化及び養成につい

て必要な措置を講ずること。

７．臨床教育等における指導医の評価の充実

医師臨床研修の質の向上を図る観点から、診療報酬の加算など臨床教育等

における指導医の評価を充実すること。

８．医師不足道県に配慮した臨床研修制度の運用

臨床研修制度については、臨床研修希望者数と募集定員の乖離の解消を図

り、都市部への研修医の集中が是正され、地方の医師不足の解消につながる

ような定員配分を行うなど、現行制度の課題等を検証の上、抜本的な見直し

を行うこと。
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９．勤務医の就業環境の改善及び女性医師の離職防止・就業支援制度に対する

財政支援の拡充

医療クラークの導入など、勤務医の就業環境の改善を図るとともに、女性

医師の離職防止や就業支援を図る観点から、院内保育の夜間延長に要する経

費等に対して更なる支援の拡充を行うこと。

10．医師不足地域における外国人医師の活用

臨床修練制度について、地方の医師不足対策に活用できるよう、最大２年

間とされている期間の更新を可能とするなどの弾力化を図るとともに、臨床

修練外国医師が一定の日本語能力を有する場合は、臨床修練指導医の認定に

必要な外国語要件を撤廃するなどの規制緩和を実施すること。

11．国における看護教員養成講習会の開催

平成２１年度をもって廃止された旧厚生労働省研修研究センターにおける

「看護教育育成講習会」（看護師・保健師・助産師養成所教員専攻及び幹部

看護教員養成課程）を国の責任において実施すること。

12．地域医療基本法（仮称）の制定による政策の推進

国民的合意に基づいた医療に係る基本理念・方針のもと、地方の意見も反

映した総合的、体系的な「地域医療基本法（仮称）」を制定し、国・地方の

役割分担や民間との連携による地域医療の確保に取り組むとともに、地域医

療の確保に要する予算の確保を図ること。
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14141414....未婚化未婚化未婚化未婚化・・・・晩婚化対策晩婚化対策晩婚化対策晩婚化対策のののの実施実施実施実施についてについてについてについて

少子化の進行は、地域の過疎化、高齢化の進行による地域活力の低下や労働

力人口の減少に伴う経済成長の低下など、将来の社会経済に深刻な影響を及ぼ

すことが懸念されます。

このため、少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化の対策は、喫緊かつ重

大な課題となっております。

今般、厚生労働省から発表された「人口動態統計（概数）」によれば、婚姻

率は５.２で前年を０.３ポイント下回り、平成２１年以降減少し続けているほ

か、平均初婚年齢は過去最高を記録し、第１子出産時の母親の平均年齢も初め

て３０歳を超えるなど、晩婚化、晩産化が一層進んでいることが明らかとなり

ました。

このような状況を踏まえ、地方においては、創意工夫しながら結婚支援事業

を行うなど、未婚化、晩婚化対策に取り組んでおりますが、国においても早急

に取組がなされるよう、次のとおり提言します。

１．個人の意思を尊重しつつ、政府が主体的に国民運動を展開し、結婚気運の

醸成を図ることなどにより、未婚化・晩婚化対策に率先して取り組むこと。
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15151515....地方地方地方地方のののの公立大学公立大学公立大学公立大学やややや国立大学国立大学国立大学国立大学のののの

安定的安定的安定的安定的なななな運営運営運営運営のののの維持維持維持維持についてについてについてについて

地方の国公立大学は、それぞれの地域における高等教育機関の中核的な役割

を担っているほか、医師の確保や産業の振興に大きな役割を果たしています。

地方の国公立大学が、引き続き有為な人材を育成するとともに、産業、芸術

・文化、医療など多様な分野において地域に貢献し、知の拠点としての役割を

担っていくためには、財政面での支援が必要です。

公立大学の運営経費については、地方交付税の基準財政需要額に算入されて

おりますが、安定的な運営を維持するには十分とは言えません。各公立大学に

おいては、少人数教育等により教育の質の向上を図っており、また、授業料減

免の申請者数が、東日本大震災等の影響により増加していることから、単位費

用を増額する必要があります。

また、国立大学法人運営費交付金の配分に当たっては、地方の国立大学法人

が安定的な運営を維持できるよう、配慮する必要があります。

１．公立大学に対する地方交付税措置について、安定的な大学運営費用の確保

のため、学生一人当たりに要する経費（単位費用）を引き上げること。

２．地方の国立大学法人に対する運営費交付金について、各大学が安定した財

政基盤を将来にわたり維持できるよう措置すること。
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16161616....ＭＶ－ＭＶ－ＭＶ－ＭＶ－２２２２２２２２オスプレイオスプレイオスプレイオスプレイのののの配備及配備及配備及配備及びびびび飛行訓練飛行訓練飛行訓練飛行訓練についてについてについてについて

日米安全保障条約など外交・防衛政策の重要性は、道県としても認識して

おり、それに協力する必要があると考えています。

そのような中で、６月２９日、米国政府から日本政府に対し、海兵隊の垂

直離着陸輸送機ＭＶ－２２オスプレイの普天間飛行場への配備について通報が

あり、７月２３日には米軍岩国基地へ陸揚げされました。

米国政府は、当該機の安全性に関して日本政府が有する懸念に鑑み、調査

結果が日本政府に提供され、飛行運用の安全性が再確認されるまでの間、日本

におけるいかなるＭＶ－２２オスプレイの飛行運用も控えるとのことでありま

す。

しかし、オスプレイについては、本年４月にはモロッコでＭＶ－２２が、

また６月には米国フロリダ州でＣＶ－２２が墜落し、関係自治体ではこうした

事態を深く憂慮し、安全性について大きな懸念を抱いています。

政府からは、米側から提供された情報として、事故に関して機体に機械的

な不具合や設計上の欠陥はなかったとの説明がありましたが、これで十分な説

明がなされたとは言えず、関係する自治体や住民が懸念している安全性につい

て未だ確認できていない現状においては、受け入れることはできません。

政府においては、ＭＶ－２２オスプレイの安全性や事故原因の詳細な説明

はもとより、準備飛行や飛行訓練等の具体的内容を明らかにし、飛行訓練によ

る周辺住民への影響等について、責任を持って、関係自治体に詳細に説明する

とともに、関係自治体の意向を十分尊重して対応するよう強く求めます。


